橘木俊詔『格差社会』

第5章　格差社会への処方箋 ― 「非福祉国家」からの脱却

1～7：要点のまとめ
（小見出しに沿って詳しく）
1　競争と公平の両立
結果の平等から「効率性と公平性」を検証する
自由主義経済においては競争は有効な概念
・労働者間の競争 ― 労働者の能力と意欲を高める
・企業間の競争 ― 企業の生産性を高める
・一国の経済効率も、こうした競争があってこそ高められる
しかし、競争の行き着くところでは、勝者と敗者が必ず生まれる
 → その両者の間に格差が生じる
競争によって効率性が高められる一方で不平等が進行 ― 公平性が損なわれる
 → 「結果の不平等化」に注目すれば、効率性と公平性はトレードオフの関係にあると言える
有力な証拠：イギリスのサッチャー首相、アメリカのレーガン大統領による経済改革
・規制緩和による競争の促進、大幅な減税、福祉の見直しといった政策を行い、1970年代後半から80年代にかけて、最悪の状態にあったそれぞれの国の経済を立て直すことに成功した
・しかし、同時に所得分配の大きな不平等化が進行することとなった
 → 経済効率は高まったが、公平性が犠牲となった
機会の平等・不平等から「効率性と公平性」を検証する
機会の平等・不平等：人々が教育を受ける、職業に就く、企業で昇進するといった際に問題となる
・公平性が高い＝機会の平等が保たれている
機会の平等がない社会では
・有能な人、頑張れそうな人を競争に参加できないことに
・本来は経済効率を高めるのに貢献するだろう人々が排除されている
 → 経済効率の面から見てもマイナス
機会の平等・不平等の視点から効率性と公平性を検証すると
・機会の平等性が達成されることが、むしろ経済の効率性を高める
・公平性を増すことによって効率性も増す
 → 機会の平等・不平等から公平性を理解した場合は、効率性と公平性はトレードオフの関係にはないと解釈できる
日本における効率性と公平性
政府の政策
・所得税の減税 ― 経済の効率性を目指して；高い所得を得ている有能な人の勤労意欲を失わせないため
・資産課税への減税 ― 貯蓄を促進し、日本の資本蓄積を充実するため
こうした政策は実態に即したものか？
高い税を取られると勤労意欲が失われ、貯蓄が減るのか？
・日本において高所得者が高い税金を取られても、勤労意欲を失ったという証拠はない
・高所得者たちが減税しろと主張したのは、ただ税金を払うのが嫌だというだけ
・税金を低くしたから勤労意欲が高まるという事実は証明されていない
・税の高低によって、労働供給に効果は現れていない
日本国民の貯蓄行動
・利子や配当の課税とはほとんど無関係に、貯蓄行動を行ってきている
・税の高低は貯蓄行動に影響は与えていない
日本社会において効率性と公平性のトレードオフは成立していない
・仮に税が高くても、高い勤労意欲、あるいは高い資本蓄積は保てる
日本経済は、効率性と公平性の両立を目指すことが可能
効率性と公平性を達成している北欧
現在の北欧 ― 経済の効率性と公平性を達成している
・福祉が充実し分配の平等性も高いので、公平性が高い
・経済の好調も続いている
　フィンランドのノキア、スウェーデンのエリクソン、ボルボなど
・国民の教育水準が非常に高く、勤労意欲も高い
　皆で共同して経済効率を高くしようという意欲が感じられる
1980年代に、経済が悪化し、行き過ぎた高福祉が批判を受け、福祉政策を見直した時期もあった
しかし、その後、再度、政策を転換し、現在の福祉国家を存続させている
現在の北欧では、効率性と公平性の両方を達成している
・高い税負担や社会保障負担が、高い福祉を保障することによつて、国民に安心感を与えている
・したがって、高い勤労意欲も保持させることができる
高福祉・高負担というあり方は、日本の将来を考える上で大きな参考になる
・日本国民は、少なくとも税が高いからといって勤労意欲や貯蓄意欲を失うことはない
・北欧のような生活を、日本は実現できる可能性がある
北欧的な高福祉・高負担に対する日本での反対意見
・小国だから国民の間の連帯感も強いので、政策が機能しやすい
・日本のような大国では無理
その側面があることは否定しないが、政策のやり方によっては北欧型は可能であるし、努力して国民のコンセンサスを得るようにすることは可能だろう
2　雇用格差を是正する
低所得労働者の救済
格差の問題を考える際には下層にいる人に特に注目すべき
貧困者の数をできるだけゼロに近づける努力が格差社会にあっては重要
雇用に広がる格差（正規労働者と非正規労働者との間の格差）が大きな影響を与えている
・雇用における下層、すなわち低所得労働者をいかに救済するかが重要
雇用に関して著者（＝橘木）が提案する政策は以下の通り
職務給制度の導入［提案１］
「職務給制度」＝各人がどういう仕事に就いているか、どういう職務を行っているかということを明確に認識した上で、同じような仕事をしている人に対しては、1時間あたりの賃金を同一にするというもの
 → 「同一労働・同一賃金」の考え方：正規労働者も非正規労働者も、フルタイムもパートタイムも、同じような仕事であれば、1時間あたりの賃金は同じにする
1時間あたりの賃金が同じなら、総賃金の差は労働時間による差だけになる
 → 賃金の公平性を保つことができ、結果として非正規労働者の所得を上げる効果も生む
オランダのワークシェアリング
1980年代に失業率が10％を超え、国民の間にも危機意識が広がる
・失業率を低くするためにどういう政策を採ったらよいかを労使が真剣に協議
・その結果、フルタイムで働いている人たちが仕事を譲って、失業している人たちを少なくともパートタイムで働かせることに合意を得た → ワークシェアリングの導入
その際に採用したのが「同一労働・同一賃金」
・これを法律として制定
・その結果、失業率は、現在では2～3％と大幅に削減されている
オランダのワークシェアリング ― 「1,5経済」とも呼ばれる
・夫がフルタイムで働き（すなわち1）、妻が子育てなどをしながら、パートタイムで働く（0,5）こと
オランダは、ヨーロッパ諸国では珍しく専業主婦の多い国だった
しかし、結婚や子育てなどを理由に家庭に入っていた女性が、このワークシェアリングの導入によって、再び社会に出ることを促した
日本でも、戦後一時期、職務給制度を導入しようとする機運があった
しかし、日本では職務給制度が入らずに、いわゆる年功序列制や生活給制度が導入されて主流になった
現在のように、正規労働者と非正規労働者の所得格差が広がっている
しかも非正規労働者の中には生活できるだけの所得を得られないケースも少なくない
職務給制度の導入を、もう一度考えてみる必要があるのではないか
最低賃金制度の改善［提案２］
最低賃金制度の充実が必要
・日本の最低賃金は低すぎる、最低賃金制度と生活保護制度の逆転現象さえ起こっている
・最低賃金が低い上に、最低賃金以下で働いている人の数も結構多い
・したがって、最低賃金をアップさせることが、低所得労働者の改善につながる
最低賃金制度を充実するためには、どういう点が重要になるか？
１．労働者と経営側が、企業が生産活動を行ったときに発生する付加価値をどう配分するか
　＝ 労働者、経営者、株主に分配する比率をどう決めるか
　労働側にどれだけの比率が分配されるかを、通常「労働分配率」と呼ぶ
今日、日本では労働分配率が低下傾向にある
この低下している労働分配率を上げる政策が必要
これは労働者の生活を守るためにも必要
労働分配率を上げることは、最低賃金額を上げることにもつながる
２．労働分配率を上げた時の、労働者間での分配をどうするか
高賃金にいる人にはある程度犠牲になってもらい、積極的に低所得者の分配率を上げ、最低賃金の上昇へつなげるべき
企業の現状を考えるならば、高賃金の人たちの賃金を保ちながら、低賃金の人たちの賃金を上げることは、現実的には困難
 → 高賃金の人に多少の減額があったとしても、その分で低賃金の人の所得を上昇させる努力が必要
オランダのワークシェアリングにも似た考え方
・日本でも、４－５年前に失業率が高まった時、ワークシェアリングの導入が様々なところで主張された
・しかし、結果としては、ほんの一部で導入されたにすぎず、掛け声だけで終わり、定着しなかった
こうした過去の経験を見る限りでは、高賃金の人の減額によって低賃金の人の賃金を上昇させるという提案は、受け入れられない可能性が高い
その場合でも、労働分配率を上げる際の7割から8割程度は、低賃金の人に回す必要がある
３．最低賃金がアップすると、企業が雇用を削減する恐れがあるという見方にどう応えるか
最低賃金を上げる＝経営者側から見れば労働費用が高まる → 企業は雇用を削減せざるをえなくなり、失業者が増える、という見方
しかし、日本においては最低賃金を上げても雇用が減ることはない
（橘木俊詔、浦川邦夫『日本の貧困研究』東京大学出版会、2006年参照；最低賃金を上げれば、賃金分配を平等にする効果があることも示している）
最低賃金を上げることを嫌がる経営側に対する著者の問いかけ
「あなたの息子（あるいは娘、妻）が時給600円、700円で働いていることを知つたら、あなたはどう思いますか？」
若者は脱フリーターを望んでいる［提案３　フリーター対策］
やむをえずフリー夕ーになっている人が多い＝大半のフリーターは定職に就きたいと希望している
・男女計でおよそ70％の人たちが、フリーターを辞めて定職に就きたいと考えている
・男性の80％超がそのように考えている
・女性の場合は5割を少し超えた程度
女性の場合には人生の選択肢が就業以外にもある
　ずっと働きたいと希望する人もいれば、一方で、結婚して専業主婦になることを希望する女性もいる
男性の場合は、大多数のフリーターが、正社員となりある程度の所得を得て生活することを望んでいる
　やがては結婚し、家族を持ち、主たる所得稼得者として家計を支えなければならない
フリーターを続けざるをえないのであれば、将来に展望をもつことのできない若者も出てる
　結婚もできない、子どももつくらない、そうして、やがて高齢単身者となり貧困層へと転換していく
ニートはもっと深刻
脱ニート、脱フリーターの政策
公共部門が積極的に関与する必要がある
企業は進んで、フリーターをフルタイマーに転換するような行動をとらない
・これまでは、企業が新入社員の職業訓練を行うのが一般的だったが、いまや企業には職業訓練を行う財政的余裕がない
・現在、日本の労働市場は、労働移動が高まっている ― 転職する若者も多い
企業自らの資金で若者を職業訓練しても、いずれ辞められるかもしれない
だから企業は一部の基幹労働者の候補者を除いて、新入社員の若者に職業訓練を施さない
・したがって、学歴の低い、職業経験の未熟なフリーター、ましてやニートを雇って、企業自らが訓練することは期待できない
こういう状況にあっては、公共部門がフリーターやニートに職業訓練を施し、一人前の労働者にするような対策が必要
・若者の側も、訓練を受けたことによって働くことの意義を感じ、勤労意欲も高まるだろう
・こうして訓練を施された若者を企業がフルタイムで雇うことへつなげる
フリーターにしかなりえなかった世代の人々 ― 機会の不平等のデメリットを直接受けた人々
・就職先を探す時期に日本経済が大不況だったので、やむをえずフリーターになった
・このことを償うのは国民の代表である政府の仕事でないか
成功した他国の例
代表的な例はイギリスのブレア政権が行った「ニューデイール政策」
・職業安定機構で働いている人がアドバイザーとなり、無職の人、あるいはパートタイムでしか働いていない労働者など個々人に対して、面接を重ねる
・彼らがどれだけの訓練が必要なのか、あるいは、どういう職業がふさわしいかなどを、アドバイザーが認識し、彼らに訓練を施すことを決定したり、職を斡旋したりする
・職業訓練については、国の費用で賄う
デンマークやスウエーデンの例
・職業訓練のための公共支出を積極的に行っている
・子どものいる者には、育児支援など（たとえば、育児休業中の所得保障）も併用
このように国家が積極的に就労支援策をやつている国がある
日本の雇用政策は国際的にも最低レベル
雇用関連支出
・消極的雇用対策支出：主として失業保険給付のこと
・積極的雇用対策支出：職業訓練、職業紹介、育児支援など、失業をなくすために積極的に行われる支出
・エンプロイアビリティ関連支出：その人が企業で採用される確率が高まるためになされる支出
＊エンプロイアビリティ＝労働者が企業で雇用される可能性
　　 ― 労働者の技能や熟練度が高くなれば、企業がその人を採用する確率は高まる
積極的雇用対策支出とエンプロイアビリテイ関連支出は、仕事が見つかるように政府がどれだけ支援をしているかを示した数値であると考えてよい
日本とアメリカは、雇用関連支出が圧倒的に低い ― GDP比率で1％以下
アメリカと同様に日本も雇用政策というのをほとんどやっていない
イギリスもそれほど高い数値ではないが、「ニューデイール政策」が成功を収めたという経験がある
日本やアメリカよりは、雇用関連支出を行っている
数値が高いのは、スウェーデン、フランス、ドイツ、デンマーク、オランダなど
 ― 積極的に公共部門が雇用対策支出、あるいはエンプロイアビリティを高めるような支出をしている
日本の数値の低さは、若者への支援策がほとんど行われていないことを物語つている
もっと公共部門が積極的に関与し、職業訓練や職業紹介などの政策を積極的に行い、雇用者数を高めるベきである
3　地域の力を引き出す
企業誘致の基盤作り
地方の衰退、地域間格差の深刻化
・構造改革や公共事業の削減
・公共事業に代わる有効な地域支援策が出されていない
しかし、政府に頼るばかりでは、真の地域振興は難しい
自治体や民間も知恵を働かせて、地方の活性化に努力する必要がある
中央からまわってきた金を、ただ地方で使っていればよいという時代はもう終わった
では、具体的にどのような政策が考えられるのか？
企業を地方に誘致し、企業活動を地方において活性化させるという政策
現在、都市に集中している第三次産業を含めて、企業がもっと地方においても増え、なおかつ産業が活性化するような政策が必要
企業が積極的に地方に移ってくるには、そのための基盤作りが必要
その基盤作りに、地方自治体は、大いに知恵を働かせて努力をしなければならない
三重県亀山市のシャープ液晶工場
成功例：三重県亀山市のシャープ液晶工場
アイシン精機（大手自動車部品メーカー） ― 北海道の苫小牧に工場を作ることを宣言（2007年操業予定）
キヤノン ― 大分に新たな大規模工場を作る意向を（2007年操業予定）
医療・介護の充実
地方が活性化するためには、企業の誘致だけでは不十分
人が暮らしやすい地域をつくり、地域に人を呼び、そこに居住させることも、地方を蘇らせる力になる
地方のほうが大都市よりも住みやすさにおいて優れている
日本で一番住みやすいのは、富山・石川・福井の北陸三県
暮らしやすい地域作りの条件
・病院と介護設備の充実
地方に優秀な医者がいる病院、あるいは優れた介護施設などがあれば、人は集まってくるだろう
お年寄りが病院あるいは介護施設に入って、その地域で安心して余生を送れるようになれば、住みやすい魅力的な地域となり、人も移りやすくなるだろう
成功例：秋田県鷹巣町
鷹巣町も経済の衰退で悩んでいたが、1991年に就任した新町長が介護施設の充実など、高齢者の福祉に力を入れた町づくりをしたところ、多くの高齢者が鷹巣町に移住してきた
鷹巣町は高齢者が安心して暮らせる福祉の町として全国に知られることとなった（ただし、2003年に町長が代わり少し変化が生じている）
産科、産婦人科、小児科の医師の不足が、全国的に問題となつている
病院、医療の充実は若い世代にとつても魅力
・学校教育を充実させることなども必要
　 ― 子どもが良い義務教育や中・高等教育が受けられるように
・働き盛りの雇用を確保
その親世代の高齢者が安心して暮らせる病院、介護の充実
子どもも良い教育が受けられる
地方は土地も安いので、都会よりも恵まれた住環境を提供することができる
このようにして、あらゆる世代が、地方に移住してきて、地域を活性化させることが可能ではないか
農業の育成も必要
もう一つ忘れてならないこと：地方において農業に従事する人に、安定した生活を送れるように所得を保障する必要がある（一般に農業は生産性が高くないので、所得も低くなる）
・農産物の価格を補助金支給によって高くする政策ではなく、農業生産を効率的に行うことのできるような政策が必要 ― たとえば、品種の改良、農機具の改善、どの農産物をどこで作るかなどの有効な農地利用策など
・個々の農家で取り組める政策ではないので、官と民（企業、農協など）の協力と支援が不可欠
中央も地方の自立を支援する必要がある
医療・介護、教育、住宅といった施設を充実し、かつそこで働く人を確保するには大変な労力と財源が必要 ― 中央による地域支援策が必要となってくる
地方が蘇り、自立することを促す政策であること
中央からの公共事業を当てにするのではなく、自治体やその地域の住民が知恵を出し合い、努力する
それを助け、支えるための地域支援を中央も行うべき
地方においても財源確保のための取り組みが必要
・これまで公共事業に支出していた財源をある程度、こうした支出に回す
・人が集まり仕事も増えれば法人税や所得税の収入が増えるので、これらの税収をこうした支出に回す
こうした取り組みによって、経済活性化の相乗効果が期待できる
4　教育の機会を奪われない
奨学金制度と公教育改革
教育制度について格差是正の対策
ニートやフリーターの多くは中卒や高卒：低い学歴の若者が低所得労働者となっている場合が多い
現代の日本社会では、良い教育を受けられるか受けられないかは、かなりの部分、親の階層、職業、所得によって影響されている
親の階層が高ければ、教育にお金をかけ、そうでなければ貧しい教育で我慢するしかない
低い階層の親の子どもが、貧しい教育を受けて、低所得労働者となるという悪循環 ― 階層の固定化を是正するためにも、教育の問題は重要
具体的にどんな政策が考えられか？
１．奨学金制度の充実
・教育費の負担を親にばかり負わせている日本の状況は健全とはいえない
・日本は、諸外国と比べて、奨学金制度は充実していない
教育における機会の平等が失われつつある
・機会の平等を取り戻すためにも、奨学金制度の充実が必要
２．公立学校の充実
・名門大学への進学 ― 私立学校（小、中、高校）が存在感を増している
　しかし貧しい家庭の子どもは入学できない（学費が高い、受験対策にも費用がかかる）
・公立学校をもっと充実させる必要がある
　― 少人数学級の実現、教員の増加、あるいは優秀な教員が集まってくるためのシステムづくり
・しかし現実には、教員の給料削減策をはじめ、公教育の充実とは反対の流れが起きている
日本の公的教育支出は世界最低レベル
　
こうした教育制度の改善を実現するためにも、政府は、教育支出をもっと増額する必要がある
しかし、対GDP比で比較した公教育の支出額が、先進諸国の中で日本は最低レべル
　フランスが6.0％、イギリスとアメリカが約5％であるのに対して、日本はわずか4.1％にすぎない
　北欧諸国では欧米の平均よりもさらに高い教育支出をしている
日本は公教育への公共支出が異常に低い国 ― にもかかわらず、現在、さらなる支出削減が進行している
どこの国でも、次世代を担う優れた国民を育成するために、公的な教育支出はある程度のレべルを確保している ― しかし、日本の現状は、そうした世界の事情とはまったく逆の方向へと向かっている
大学の学費が上昇している：私立はもちろん、公立大学に通うのにも家計の負担はとても重い
日本は、もっと教育支出を行うべきである
職業教育の体制
制度の改善と支出の増加と同時に、教育には内容を充実させる政策が必要
現在の日本の中等教育：大学進学を第一の目標に掲げた教育
・普通科高校が一番大きなシェアを占めている
・農業高校や工業高校、商業高校などのように職業教育に重点を置き、学校を卒業してからすぐに社会で役立つような教育が、あまりなされていない
今日の日本社会においては、学校における職業教育が重要 ― 社会での仕事に結びつくような技能を身に付けておく教育体制を整える必要がある
なぜそう考えるか？ ―　日本社会に大量に存在するニートやフリーターの存在
・普通科の中でも進学校でないような学校の出身者がフリーターとなっている例が多い
・普通科が大学進学を目的とした教育になっている場合が少なくない
 　― したがって、そこから落ちこぼれてしまった生徒には、何らのケアがなされない場合が多い
・普通科における職業教育の不在も指摘できる
　 ― 大学に進学するわけでもない、かといって、社会ですぐに役立てるような技能もない
　　　そうした若者が、ニートやフリーターになるのは、ある意味で当然の流れでもある
かつては、企業が職業訓練を行っていたが、もう企業にはそういう余裕はない
・だから、教育の中に職業訓練的な要素を導入する必要がある
・すでにニート、フリーターになっている人には、公的機関による職業訓練が考えられる
似たことは大学教育でもあてはまる
大学教育においても社会に出てから役立つ専門科目、あるいは実務教育の充実が必要
昔のように社会のエリートを育てるような大学教育を準備するのではなく、大学教育が大衆化した現代においては、職業教育をもっと充実させる必要がある
5　急がれる貧困の救済
生活保議制度の見直し
弱者への社会的なケアが失われ、深刻な状況が起きている
日本社会の構造的な変化、財政的な問題によって、企業も家族も福祉を支えきれなくなっている
にもかかわらず、「小さい政府」を目指す流れの中で、公的な福祉はさらに削られている
・社会保険料のアップと自己負担の増加
・社会保険給付のカット
弱者救済のために、どのような政策が考えられるか？
まず生活保護制度に関する政策
・日本における生活保護制度の最大の問題
　― 生活保護によって救済されるべき人が救済されずに、非常に厳しい生活を強いられていること
なぜ、そのような事態が起きる？
・日本人の国民感情の問題：生活保護をもらうことを恥と考える
厳しすぎる日本の生活保護基準
しかし制度的な問題が実は大きな要素となっている
１．ミーンズテストの問題
＊ミーンズテスト：その人が本当に生活保護を受ける資格があるのかという見地から、資産調査を伴う資格検査
ミーンズテストの基準が日本では非常に厳しい
・貯金がある程度あるとミーンズテストが通らない
・クーラーを買ったら生活保護の支給を打ち切られたなど
・暴力団関係者など実際には貧乏でない人たちが生活保護支給を受けていた
→支給の適正化が厳しく問われた
ミーンズテスト自体はあってしかるべき ― 国民の税金を使う以上、生活保護を得る資格があるかどうかを選別する必要は当然ある
しかし、その基準が厳しすぎると、本来は救済されるベき貧困者が救済されないという事態が起こる
２．申請の手続きが非常に複雑
・様々な書類を用意しなければならず、手間や時間、お金がかかる
　→ 生活に困っている人にとっては高いハードル
３．家族・親族の中に支援できる能力のある人がいる場合、当局はまずそうした人たちに支援を求める
＊法律によって三親等以内の親族に支援義務がある ― ある意味では、最も深刻な要因
・家族が福祉を担ってきたこと自体は、日本という国の良さでもある
・しかし、現在では家族や親族の援助にも限界がある
・家族の構成、親族とのつながりの程度なども、ひと昔前とは大きく異なっている
・まず家族・親族からの支援を受けるべきという原則を貫くのは、もはや実態に則していない
　→ .救済されるベき人が、生活保護から抜け落ちてしまう可能性が高い
４．働くことのできる世代の貧困者に対しては、当局はまず働くことを強く勧める
それ自体は悪いことではないが、働き口が少ないこと、働き口があっても賃金の非常に低い仕事しかない、ということを当局は理解すべきである
仮に現在の生活保護支給額を減らしてでも、もっと門戸を広げ、救済すベき人の対象を広げるべきである
貧しい失業保険制度（日本では雇用保険制度と呼ばれている）
日本の失業率：やや減少したが、過去の水準よりは高く、失業者が多く存在している
失業すると、新たな職を見つけることは容易ではない
やがては貧困者へと転落していく
→ 失業保険制度の充実は、貧困者、弱者の救済にとっては、重要な問題
日本の失業保険の問題
１．労働者の半分前後しか加入していない
・失業保険に加入するための条件
　- 週あたり20時間以上働いていること
　- 雇用期間、雇用契約が1年以上であること
・非正規労働者の多くは、こうした条件をクリアできない
→ 失業保険に加入できずに、失業しても保険給付を受けられない人が多くなっている
２．給付期間が短い
・失業保険の給付期間：3ヵ月、長くて半年
・1年を超えて失業保険をもらえるのは、30年ぐらい長く勤めていた人が失業した場合だけ
不況の中にあつて、3ヵ月や半年で新たな職を見つけるのは容易ではない
失業保険は失業者のために使われるべき
条件を緩和し、労働者にもっと門戸を開くべきである
給付期間も今よりも長くすべき
財源について提案
１．加入している労働者の保険料のアップ
２．失業保険をあくまで失業者の所得保障のために使う
＊日本の雇用保険制度では、失業給付以外にもいろいろな給付を行っている
・育児休業期間中の所得保障
・企業が高齢者を雇った時の賃金の補助など
失業保険は失業給付に徹するべき
失業以外の給付については、他の制度に移す
３．公務員も失業保険制度に加入させる
失業保険制度の充実は、貧困者の数の減少や貧困者の所得保障に役立つ
6　税制と社会保障制度の改革
税の累進度の低下
税制と社会保障制度：所得に直接関わつてくる要素；所得格差に与える影響は大きい
→ 税制・社会保障制度の改革は、格差社会の問題を是正するためには、必要不可欠
日本においては、ここ20年ぐらいで、税の累進度が急速に低下してきている
・所得税の最高税率：20年前70％ → いまは37％
・相続税も累進度が低下
→所得分配の不平等化に大きく貢献してきた
逆進性の高い消費税
消費税も所得分配の不平等化において重要な役割を果たしている
消費税は、基本的に逆進性のある税
＊逆進性：低所得者からたくさん税金を取り、高所得者からあまり税金を取らないという方式
なぜ消費税が逆進性と言えるのか？
― 所得における消費の比率は、その人が高所得者であれば低く、低所得者であれば高くなる
・高所得者は所得からかなりの貯蓄を行う
・低所得者は貯蓄をする余裕がない ― 所得のかなりの部分を消費に充てなくてはならない
消費税率：1989年消費税導入時3％、現在は5％（その後さらに8％に）― 逆進性がさらに高まつている
こうした税制度の変化が、所得分配の不平等化に貢献した
社会保障制度における逆進性
社会保障制度：国民から社会保険料を徴収し、それを財源にして国民に年金や医療、介護といった形で支給する制度、社会保険制度とも言う
＊貧困者を救済するための生活保護制度は社会扶助制度と呼ばれる
日本の制度の特徴：社会保障給付の財源を、社会保険料だけに頼らず、税金も一部導入されている
（社会扶助制度も税を財源としている）
・国民年金：支給額の3分の1は税が充てられている ― しかも、その比率が3分の1から2分の1に上げられることが決まっている
・失業保険給付の25％も税が充てられている
社会保障制度における逆進性
・国民年金加入者は、所得の高低に限らず、毎月1万3860円の一定額を払う＝逆進性
給付という視点からは、逆進性なのか累進性なのかは検証しにくい
― 社会保障給付は、病気など何らかの不幸に陥った時になされる：所得者に有利なのか低所得者に有利なのかは判断しにくい
税と社会保障の再分配効果の比較
日本では税制による所得再分配効果は、近年になって急速に小さくなってきている
もともと日本においては、税制による再分配効果はそれほど大きくなかった
それがさらに小さくなっている
税の累進度が急速に低下したことによる影響がここでもうかがえる
社会保障制度による再分配効果は近年高まってきている
・徴収の視点から見ると社会保障制度には逆進性としての側面がある
・社会保障制度の再分配効果の高まりは、給付の面に依存していると考えられる
日本の税制および社会保障制度の再分配効果は、国際的に見てどの程度のものか？
・日本は再分配前と再分配後のジニ係数の差が7,5 ― OECD加盟諸国の中ではその差が最も小さい
・「小さい政府」の代表であるアメリカよりもさらに数値が低い → 日本は再分配効果が最も弱い国
国民健康保険未納者の増加
税制の所得再分配効果の低下
国際的に見ても税制・社会保障の再分配効果が小さいこと
こうした日本の特徴が今日の格差社会の大きな背景となつている
このような状況に対して、どのような対策が考えられるか？
その前に、現在、社会保障をめぐって実際にどのような問題が起きているのかを、まず考えてみたい
１．国民健康保険の保険料滞納者の増加
＊国民健康保険：サラリーマン（注）以外の人（自営業者など）、企業を引退した人が入る医療保険制度
1998年には滞納世帯数の割合が16％強だったが、いまや19％
（注）会社員は「全国健康保険協会（協会けんぽ）」に、公務員・私立学校教職員・農林漁業組合職員は「共済組合」に加入する
医療保険料を払つていない → 病気になつた時の医療給付がない ― 深刻な問題
国民年金を未納する若者たちの将来
２．国民年金（注）における未納率の問題
加入者の4割弱もが保険料を払っていない
 → 国民年金制度そのものが崩壊している
（注）国民年金 
日本国内に住む20歳以上60歳未満のすべての人
　　厚生年金 
厚生年金保険の適用を受ける会社に勤務する全ての人
　　共済年金 
公務員・私立学校教職員など
未納者の中で特に多いのが若者：20代 ― 50％以上が未納
・若者の未納率の多さは深刻な問題 ― 彼らは一生、年金保険料を支払わないことになる可能性が高い
・将来において、日本に大量の無年金層、すなわち貧困層が出現することになる
所得税の負担率を上げる
格差を是正するために、日本の税制および社会保障制度をどのように改革すべきか？
１．所得税の累進度の低下を阻止する：37%にまで低下した所得税の最高税率を50％程度にする
いま意見が真っ二つに分かれている
「累進度を下げすぎたので、やや元に戻した方がよい」
「いや、このままの累進度で問題はない」「むしろもっと下げるべきだ」
最終的には国民の選択によって決定されるべきこと
日本の税負担率は先進諸国の中で最低
日本の租税負担率：世界の先進国の中で最低
・スウェーデン49.3％、フランスとイギリス約38％、アメリカでも23.8％
・日本の租税負担率は21.5％
個人所得税の負担率も世界の先進国の中で最低
・スウェーデン21.5％、イギリス、フランス、ドイツなど10～14＆、アメリカでも12.1％
・日本は6.0％
日本においては、所得税の負担率を上げる余地はまだある
→ 所得税率を上げる政策を橘木は提案する
どの階層から所得税を取るのか？
― 下げすぎた累進度を元に戻す
・高額所得者の比率は低額所得者の比率よりも高くてよい
・格差拡大の是正につながる
「累進消費税」の導入による年金改革
社会保障制度における財源調達に関して、税の比率をできるだけ高めて、社会保険料の比率を少なくする
・年金については「基礎年金全額税方式」を導入すべきである＝基礎年金の財源の全額を消費税に求める
国民年金の未納率の上昇 → 全額税方式を導入し、消費税で徴収すれば、未納問題はなくなる
　これが実現できれば、これから引退する人などに確実に年金の給付ができる
消費税に財源を求めるためには、消費税の税率の引き上げが必要
・橘木は15％程度が妥当と考える
ヨーロッパ諸国の消費税率は、だいたい20～25％ぐらい
消費税においても、現在の日本の負担率は低い水準
注意すべき点：消費税の逆進性
一律に15％に上げると、低所得層には大きな負担となる
公平性のためにも、消費税に累進性を持たせる必要がある
・食料品や教育、医療など生活に欠かせない分野への支出は非課税にする
・それ以外の一般財だけに税金をかける
・贅沢な商品には15％よりも高い税率をかける
こうすることで年金の財源が確保され公平性も保てる
国民にも安心感が生まれる
消費税のような間接税は、経済効率を高めることにも貢献するというメリットも備えている
・直接税や保険料の徴収 → 国民の勤労意欲や貯蓄意欲、企業の設備投資欲を阻害する → 経済運営にとってマィナス、経済効率を低める
・消費税 →間接税なので意欲を阻害する程度が非常に小さい → 経済効率を高めることができる
医療・介護など他の社会保障制度に関しても、税金の比率を高め、社会保険料の比率を低くするのがよい
・まず初めに、実質的に制度崩壊している年金改革を行い
・年金において税方式が定着したら、医療、介護にも税金の比率を高めていく
7　「小さい政府」からの脱却
日本はすでに「小さい政府」
日本はこれからどういう道を進むベきか？
日本の税の負担率は国際的に見て最低レベル
社会保障給付の面で見ても先進国の中では最低のレベル
各国の社会保障給付費の国民所得に占める比率（1993年）
・スウェーデンが53.4％で最高
・次いでフランスの37.2％、ドイツの33.3％、その後にイギリス、アメリカと続き
・日本は15.2％で、先進国中、最下位
1998年のデータでは、日本はアメリカの18.4％を追い抜いて、20.4％ ― 最下位を脱出
直近の2004年では日本は23.5％となっている
なぜここ10年間にわたって増加しているか？ 
 ― 日本の高齢化現象＝社会保障給付を必要とする高齢者の数が増加したから
制度上は社会保障の削減策が採られてきた
総給付額が対国民所得比率で増加したのは、削減を打ち消す高齢者人口の増加があつたことによる
そのような給付額の増加が見られたとしても、ヨーロッパ諸国よりはるかに低く、日本の社会保障制度の充実度は非常に低いと言える → 日本は非福祉国家の典型国
日本社会の一般認識：日本は税金が高く社会保険料も高いのに、国民への社会保障の還元は非常に少ない
・社会保障の還元が最低レべルであることは、統計と合致している
・しかし、税と社会保障の負担率は、実際には、国際的に見ても低い
先進国の3つのグループ
・第1グループ「高福祉・高負担の国」― 北欧諸国
・第2グループ「中福祉・中負担の国」― イギリス、ドイツ、フランスなどヨーロツバの大国
・第3グループ「低福祉・低負担の国」― アメリカ
日本は第3グループ「低福祉・低負担の国」→ 日本はすでに「小さい政府」を実現させている
ひと昔前の日本：高齢者の経済保障、医療や介護は家族が担い手だった
　公的部門が出なくても、ある程度の福祉は実現されていた
30年ほど前からヨーロッパの福祉国家にならって、公的部門が比率を高めてきた
　それでも、ヨーロッパなどに比ベると日本における公的部門の役割は小さかった
「小さい政府」を主張する声
「小さい政府」を主張する人たちは日本の実態を認識しているのか？― 大いに疑問
・その最大の理由は、政府への不信感ではないか
・日本の政府は無駄な支出をやっているという意識が、国民の間に非常に強く存在しているのではないか
・そのために、政府をできるだけ小さくして、無駄を減らして、民間にまかせるべきだという意見が出てくる余地が生じる
日本はすでに「小さい政府」、非福祉国家の典型
にもかかわらず、今後もますます「小さい政府」を目指し、社会保障制度の規模を縮小する政策を採り続けようとしている
セーフティネットは縮小の一途
格差拡大を是認する人々の主張：貧富の格差が広がっても、しっかりとしたセーフテイネットを確立させて、敗者、貧困者を救えばよい
しかし、実際には、そうした主張とは、まったく逆の状況が進行している
日本は財政赤字額が大きいので、公共支出を減額させることによって「小さい政府」を目指すという主張もある
無駄な公共支出を減らすことは重要
しかし、福祉や教育への支出カットには賛成できない
アメリカ型かヨーロツバ型か
日本は選択を迫られている
・一つは「アメリカ型」：さらに「小さい政府」を実現させ、格差がさらに拡大するような道
・もう一つは「ヨーロッパ型」：「小さい政府」から脱却し、格差がそれほど大きくなく、ある程度、福祉と教育が充実するような道
・アメリカ型：国民の自立意識によって形成される社会
　― 自分のことは自分で責任を取りなさいという、自己責任が貫かれた社会
　― セーフテイネットも自分で確保しなければならない
・ヨーロッパ型：国民に社会保険料や税金などの負担をある程度求め、それを財源にして、国民に福祉サービス、あるいは公共サービスとして還元するという体制
現在の政府官僚や政権与党の政治家、あるいは財界人の間には、アメリカ型が日本にとつてふさわしいというような意見が強くある
しかし、日本の国民の間には、ヨーロッパ型に賛成する人の声も少なくない
 → もし政府が年金、医療、介護などセーフティネットをしつかりと確立し、安心を保障してくれるのであれば、負担を厭う国民はそれほど多くないだろう
そこで問題になつてくるのが政府への不信感
・自分の負担が、政府において無駄や不正に使われているという不信感が、負担率アップへの抵抗感を強めている → 政府は無駄や不正を排し、国民の信用を回復する必要がある
・最終的には、その選択肢は国民に委ねられている
セーフティネットは削減の一途をたどっている
・少子高齢化が進む日本においては、社会保障給付の削減、負担の上昇は、ある程度やむをえない
・しかし、その制度を半永久的に続けていけば、国民が日本で生活していくための安心が保障できない時代を招いてしまう
・新しい貧困層の出現など、すでにそうした問題の芽が噴出している
日本にとつてふさわしい選択肢を国民に選んでもらいたい
